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報告第８号 

 

   市道上にて発生した事故に係る専決処分の報告について 

 

 市道上にて発生した事故に係る和解及び損害賠償の額の決定について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告する。 

 

   令和３年９月１日提出 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 専決処分の日   令和３年７月５日 

２ 和解の相手方   ・・・・・・・・・・・・・・ 

           ・・・・・・・・ 

３ 損害賠償の額   金６２３，７００円 

４ 和 解 の 理 由   令和３年５月２０日相手方が自動車で市道諸福中垣内線を走行し

ていたところ、大東市泉町二丁目１４番１１号地先において、路

面の陥没に右側のタイヤが落ち込み、相手方自動車を損傷させた

ので、これに対する損害を賠償するため。 
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報告第９号 

 

   令和２年度決算における大東市水道事業会計資金不足比率について 

 

 令和２年度決算における資金不足比率について、地方公共団体の財政の健全化に関する

法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、別冊のとおり監査委員の

意見を付けて次のとおり報告する。 

 

   令和３年９月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条に基づく水道事業会計における資金

不足比率について 

 

資金不足比率（％） 備  考 

－ 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令

（平成１９年政令第３９７号）第１７条第１号の規

定により事業の規模を算定 

  ※資金不足額がないため「－」と表している。 
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報告第１０号 

 

   令和２年度決算における大東市下水道事業会計資金不足比率について 

 

 令和２年度決算における資金不足比率について、地方公共団体の財政の健全化に関する

法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、別冊のとおり監査委員の

意見を付けて次のとおり報告する。 

 

   令和３年９月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条に基づく下水道事業会計における資

金不足比率について 

 

資金不足比率（％） 備  考 

－ 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令

（平成１９年政令第３９７号）第１７条第１号の規

定により事業の規模を算定 

  ※資金不足額がないため「－」と表している。 
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議案第５３号 

 

大東市教育委員会委員の任命について 

 

大東市教育委員会委員 太田 忠雄氏の任期が、令和３年１０月７日満了するにつき、

同氏を再度任命いたしたく、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律

第１６２号）第４条第２項の規定により、議会の同意を求める。 

 

令和３年９月１日提出 

 

                      大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

住  所    ・・・・・・・・・・・・ 

氏  名    太 田  忠 雄 

生年月日    ・・・・・・・・・ 

 

 

 

 

公  職  歴 

    平成１７年４月 ～ 平成２１年３月   大東市立深野北小学校長  

平成２１年４月 ～ 平成２５年３月   大東市立氷野小学校長 

  平成２８年９月 ～ 現在        大東市教育委員会委員 
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議案第５４号 

 

   野崎駅西側立体駐輪場新築工事請負契約について 

 

 野崎駅西側立体駐輪場新築工事請負契約を次のとおり締結する。 

 

   令和３年９月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

１ 契 約 の 目 的    野崎駅西側立体駐輪場新築工事 

２ 契 約 の 方 法    一般競争入札 

３ 契 約 の 金 額    金６８３，３９７，０００円 

４ 契約の相手方    四條畷市雁屋南町１８番２７号 

            藤井工業・新田工務店特定建設工事共同企業体 

            代表者 

             四條畷市雁屋南町１８番２７号 

             株式会社藤井工業 

             代表取締役 藤井 勝彦 

 

 

 

                理      由 

 

野崎駅西側立体駐輪場新築工事の予定価格の金額が、議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第７号）第２条の規定による１億５， 

０００万円以上であるため。 
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議案第５５号 

 

   令和２年度大東市水道事業利益剰余金処分について 

 

 令和２年度大東市水道事業利益剰余金を次のとおり処分する。 

 

   令和３年９月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

１ 当年度未処分利益剰余金            385,121,336 円 

２ 利益剰余金処分額 

 (1) 資本金        △164,756,287 円 

 (2) 減債積立金                  0 円 

 (3) 建設改良積立金    △100,000,000 円  △264,756,287 円 

３ 翌年度繰越利益剰余金                     120,365,049 円 

 

 

 

 

 

 

 

                理      由 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、議会の議

決を経る必要があるため。 
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議案第５６号 

 

   令和２年度大東市下水道事業利益剰余金処分について 

 

 令和２年度大東市下水道事業利益剰余金を次のとおり処分する。 

 

   令和３年９月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

１ 当年度未処分利益剰余金            639,242,035 円 

２ 利益剰余金処分額 

 (1) 資本金              0 円 

 (2) 減債積立金      △430,000,000 円 

 (3) 建設改良積立金          0 円    △430,000,000 円 

３ 翌年度繰越利益剰余金                     209,242,035 円 

 

 

 

 

 

 

 

                理      由 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、議会の議

決を経る必要があるため。 
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議案第５７号 

 

   大東市立住道駅中央自動車・自転車駐車場及び大東市立住道駅前自動二輪車 

   等駐車場の指定管理者の指定について 

 

 大東市立住道駅中央自動車・自転車駐車場及び大東市立住道駅前自動二輪車等駐車場の

指定管理者として次の者を指定いたしたく、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

   令和３年９月１日提出 

 

                      大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

１ 公の施設の名称     大東市立住道駅中央自動車・自転車駐車場 

              大東市立住道駅前自動二輪車等駐車場 

２ 指 定 管 理 者     大阪市阿倍野区阿倍野筋一丁目１番４３号 

              ミディ総合管理株式会社 

３ 指 定 の 期 間     令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで 
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議案第５８号 

 

   大東市立住道駅北自転車駐車場、大東市立住道駅西自転車駐車場及び大東市 

立住道駅西第二自転車駐車場の指定管理者の指定について 

 

 大東市立住道駅北自転車駐車場、大東市立住道駅西自転車駐車場及び大東市立住道駅西

第二自転車駐車場の指定管理者として次の者を指定いたしたく、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

   令和３年９月１日提出 

 

                      大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

１ 公の施設の名称     大東市立住道駅北自転車駐車場 

              大東市立住道駅西自転車駐車場 

              大東市立住道駅西第二自転車駐車場 

２ 指 定 管 理 者     大阪市阿倍野区阿倍野筋一丁目１番４３号 

              ミディ総合管理株式会社 

３ 指 定 の 期 間     令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで 
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議案第５９号 

 

   大東市市税条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市市税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和３年９月１日提出 

 

                   大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）等の一部が施行されることに

伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市市税条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

大東市市税条例（平成３年条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２４条第２項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び控除対象扶養親

族に限る。以下この項において同じ。）」を加える。 

 第３６条の３の３第１項中「控除対象扶養親族を除く」を「年齢１６歳未満の者に限る」

に改める。 

 附則第５条第１項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び控除対象扶養

親族に限る。以下この項において同じ。）」を加える。 

 附則第６条中「令和４年度」を「令和９年度」に改める。 

 附則第１０条の２第２５項を同条第２６項とし、同条第２４項を同条第２５項とし、同

条第２３項の次に次の１項を加える。 

２４ 法附則第１５条第４６項に規定する市の条例で定める割合は、３分の１とする。 

 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 附則第６条の改正規定 令和４年１月１日 

 (2) 第２４条第２項及び第３６条の３の３第１項の改正規定並びに附則第５条第１項の

改正規定並びに次条の規定 令和６年１月１日 

(3) 附則第１０条の２第２５項を同条第２６項とし、同条第２４項を同条第２５項とし、

同条第２３項の次に１項を加える改正規定 特定都市河川浸水被害対策法等の一部を

改正する法律（令和３年法律第３１号）の施行の日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の第２４条第２項、第３６条の３の３第１項及び附則第５

条第１項の規定は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和５年
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度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 
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議案第６０号 

 

   大東市立認定こども園条例について 

 

 大東市立認定こども園条例を次のとおり制定する。 

 

   令和３年９月１日提出 

 

                   大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

幼保連携型認定こども園として、大東市立北条こども園を設置するため。 
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大東市立認定こども園条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

（設置） 

第１条 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成

１８年法律第７７号。以下「法」という。）第１２条の規定に基づき、法第２条第７項

に規定する幼保連携型認定こども園（以下「認定こども園」という。）を設置する。 

（名称、位置及び定員） 

第２条 認定こども園の名称、位置及び定員は、別表のとおりとする。 

（入園の資格） 

第３条 認定こども園に入園することができる者は、次に掲げる者とする。 

(1) 本市内に保護者（法第２条第１１項に規定する保護者をいう。以下同じ。）と共に

居住する子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第１９条第１項第１号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する同法第２０条第４項に規定する教育・保育給付

認定子ども 

(2) 子ども・子育て支援法第３０条第１項に規定する保育認定子ども 

（入園の承諾） 

第４条 認定こども園に入園を希望する子どもの保護者は、市長の承諾を受けなければな

らない。 

２ 市長は、次に掲げる場合に該当するときは、前項に規定する子どもの入園を承諾しな

いことができる。 

 (1) 設備その他の事情により、法第２条第８項に規定する教育又は同条第９項に規定す

る保育を行うことができないとき。 

 (2) 疾病その他の事由により、他の園児に悪影響を及ぼすおそれがあるとき。 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、当該子どもを入園させることについて、市長が適当で

ないと認めるとき。 

（出席停止等） 

第５条 市長は、次に掲げる場合に該当するときは、園児の認定こども園への出席を停止
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し、又は園児を認定こども園から退園させることができる。 

(1) 前条第２項第１号又は第２号に掲げる場合に該当するとき。 

(2) この条例の規定に違反したとき。 

(3) 認定こども園の管理上必要な指示に従わないとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、当該園児を出席させ、又は通園させることについて、

市長が適当でないと認めるとき。 

（通園バス使用料等） 

第６条 認定こども園の通園バス使用料は、通園バスを使用する園児１人につき月額３，

０００円とする。ただし、８月分の通園バス使用料にあっては、これを徴収しないもの

とする。 

２ 認定こども園の預かり保育料（預かり保育（教育課程に係る教育時間の終了後及び長

期休業日（規則で定める夏季休業日、冬季休業日及び春季休業日をいう。以下この項に

おいて同じ。）の期間中に認定こども園において実施する教育活動をいう。以下この項

において同じ。）に係る保育料をいう。次条において同じ。）は、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 預かり保育を受ける時間が教育課程に係る教育時間の終了後から午後４時３０分ま

での場合 預かり保育を受ける園児１人につき日額２００円 

(2) 預かり保育を受ける時間が教育課程に係る教育時間の終了後から午後６時までの場

合 預かり保育を受ける園児１人につき日額４００円 

(3) 預かり保育を受ける時間が長期休業日の午前９時から正午までの場合 預かり保育

を受ける園児１人につき日額４００円 

(4) 預かり保育を受ける時間が長期休業日の午前９時から午後４時３０分までの場合 

 預かり保育を受ける園児１人につき日額６００円 

(5) 預かり保育を受ける時間が長期休業日の午前９時から午後６時までの場合 預かり

保育を受ける園児１人につき日額８００円 

（通園バス使用料等の納入等） 

第７条 認定こども園の通園バス使用料及び預かり保育料は、市長の指定する期日までに

納入しなければならない。 

２ 既納の認定こども園の通園バス使用料及び預かり保育料は、返還しないものとする。

ただし、市長が特別の事由があると認めるときは、通園バス使用料及び預かり保育料の
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全部又は一部を返還することができる。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で定

める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただし、附則第６項の規定は、公布の

日から施行する。 

（大東市立保育所条例の一部改正） 

２ 大東市立保育所条例（昭和３７年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

  別表大東市立北条保育所の項を削り、同表大東市立南郷保育所の項中「１８０」を 

「１８０人」に改め、同表大東市立野崎保育所の項中「１３０」を「１３０人」に改め

る。 

（大東市立幼稚園条例の一部改正） 

３ 大東市立幼稚園条例（昭和４６年条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

  別表大東市立北条幼稚園の項を削る。 

 （大東市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関する条例の一部

改正） 

４ 大東市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関する条例（平成

２７年条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第１項中「市長は」の次に「、教育・保育給付認定子どもに対し」を加え、「教

育・保育給付認定子どもに対して」を「保育を、市立認定こども園（大東市立認定こど

も園条例（令和  年条例第  号）に規定する認定こども園をいう。以下同じ。）に

おいて教育又は」に改める。 

  第５条中「市立保育所」の次に「、市立認定こども園」を加える。 

（経過措置） 

５ この条例の施行の日（以下この項及び次項において「施行日」という。）の前日にお

いて、附則第２項の規定による改正前の大東市立保育所条例別表に規定する大東市立北

条保育所に在所している乳幼児又は附則第３項の規定による改正前の大東市立幼稚園条
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例別表に規定する大東市立北条幼稚園に在園している園児の保護者は、施行日において

第４条第１項の承諾を受けたものとみなす。 

（準備行為） 

６ 第４条第１項の承諾に関する手続その他必要な準備行為は、施行日前においても行う

ことができる。 

 

別表（第２条関係） 

名称 位置 定員 

大東市立北条こども園 大東市北条三丁目９番１８号 １５０人 
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議案第６１号 

 

大東市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和３年９月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運

営に関する基準及び子ども・子育て支援法施行規則の一部を改正する内閣府令（令和３年

内閣府令第５３号）が施行されたことに伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平

成２６年条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

 

 目次中「第３節 特例地域型保育給付費に関する基準（第５１条・第５２条）」を 

「 第３節 特例地域型保育給付費に関する基準（第５１条・第５２条） 

 第４章 雑則（第５３条）                    」 
に改める。 

 第５条第２項から第５項までを削る。 

 第３８条第２項を削る。 

 第４２条第１項第３号中「この号」の次に「及び第４項第１号」を加える。 

 本則に次の１章を加える。 

第４章 雑則 

 （電磁的記録等） 

第５３条 特定教育・保育施設等は、記録、作成、保存その他これらに類するもののうち、

この条例の規定において書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本そ

の他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の

有体物をいう。以下この条において同じ。）により行うことが規定されているものにつ

いては、当該書面等に代えて、当該書面等に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下この条において同じ。）により

行うことができる。 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は提出については、

当該書面等が電磁的記録により作成されている場合には、当該書面等の交付又は提出に

代えて、第４項で定めるところにより、教育・保育給付認定保護者の承諾を得て、当該

書面等に記載すべき事項（以下この条において「記載事項」という。）を電子情報処理
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組織（特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と教育・保育給付認定保護者の使

用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下この条

において同じ。）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に

掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供することができ

る。この場合において、当該特定教育・保育施設等は、当該書面等を交付又は提出した

ものとみなす。 

 (1) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

ア 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と教育・保育給付認定保護者の使

用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係

る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

イ 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録され

た記載事項を電気通信回線を通じて教育・保育給付認定保護者の閲覧に供し、教育・

保育給付認定保護者の使用に係る電子計算機に備えられた当該教育・保育給付認定

保護者のファイルに当該記載事項を記録する方法（電磁的方法による提供を受ける

旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、特定教育・保育施設等の使

用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに記載事項を記録した

ものを交付する方法 

３ 前項各号に掲げる方法は、教育・保育給付認定保護者がファイルへの記録を出力する

ことによる文書を作成することができるものでなければならない。 

４ 特定教育・保育施設等は、第２項の規定により記載事項を提供しようとするときは、

あらかじめ、当該記載事項を提供する教育・保育給付認定保護者に対し、その用いる次

に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なけれ

ばならない。 

(1) 第２項各号に規定する方法のうち特定教育・保育施設等が使用するもの 

(2) ファイルへの記録の方式 

５ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施設等は、当該教育・保育給付認定保護

者から文書又は電磁的方法により、電磁的方法による提供を受けない旨の申出があった

ときは、当該教育・保育給付認定保護者に対し、第２項に規定する記載事項の提供を電
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磁的方法によってしてはならない。ただし、当該教育・保育給付認定保護者が再び前項

の規定による承諾をした場合は、この限りでない。 

６ 第２項から前項までの規定は、この条例の規定による書面等による同意の取得につい

て準用する。この場合において、第２項中「書面等の交付又は提出」とあり、及び「書

面等に記載すべき事項（以下この条において「記載事項」という。）」とあるのは「書

面等による同意」と、「第４項」とあるのは「第６項において準用する第４項」と、「提

供する」とあるのは「得る」と、「書面等を交付又は提出した」とあるのは「書面等に

よる同意を得た」と、「記載事項を」とあるのは「同意に関する事項を」と、「提供を

受ける」とあるのは「同意を行う」と、「受けない」とあるのは「行わない」と、第４

項中「記載事項を提供しよう」とあるのは「同意を得よう」と、「記載事項を提供する」

とあるのは「同意を得ようとする」と、同項第１号中「第２項各号」とあるのは「第６

項において準用する第２項各号」と、前項中「提供を受けない」とあるのは「同意を行

わない」と、「第２項に規定する記載事項の提供」とあるのは「この条例の規定による

書面等による同意の取得」と読み替えるものとする。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

  



 

- 22 - 

 

議案第６２号 

 

   大東市立自転車・自動車駐車場条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市立自転車・自動車駐車場条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和３年９月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 大東市立野崎駅西自転車駐車場の位置を変更することに伴い、所要の改正を行うため。 
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   大東市立自転車・自動車駐車場条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日 

条 例 第   号   

 

 大東市立自転車・自動車駐車場条例（令和２年条例第６号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 別表第１大東市立野崎駅西自転車駐車場の項中「、大東市野崎一丁目１４番及び大東市

深野三丁目１番」を「及び大東市野崎一丁目１４番」に、「終日」を「自転車に係る屋外

の駐車場にあっては終日、原動機付自転車に係る駐車場及び自転車に係る屋内の駐車場に

あっては午前４時３０分から翌日午前１時３０分まで」に改める。 

 別表第２の１の表大東市立野崎駅西自転車駐車場の項を次のように改める。 

大東市立野崎駅

西自転車駐車場 

１月 ２，２００円 １５０円 １月 ３，３００円 ２５０円 

３月 ６，３００円 ３月 ９，０００円 

 別表第２の１の表備考に次の１項を加える。 

  ３ 大東市立野崎駅西自転車駐車場において、定期駐車券を紛失又は破損したときは、

定期駐車券の再発行に係る実費負担分として、１，０００円を徴収する。 

 

   附 則 

 この条例の施行期日は、規則で定める。 
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